嶺北広域労組の闘争の概要
１．背景

　　高知県の嶺北地域（大豊町・本山町・土佐町・大川村・いの町）5ヶ町村で構成する一部事務組合で、特養・養護の民間移譲方針が表明されたことをきっかけに、施設職員のみで昨年9月に労働組合が結成され、自治労加盟する。

　
　　事務組合が行う事業は、特養・養護の他に、消防・清掃センター・給食センター・衛生センターなどがある。

　　この嶺北地域は、本山町・土佐町は自治労連であり、大豊町・大川村は未加盟、いの町のみ自治労である。※いの町は地理的な状況から関与が薄い。
　　職員数及び組合員数

	
	職員数
	正規
	臨時等

	事務組合全体
	180
	107
	73

	施設（特養・養護）
	86
	34
	52

	組合員
　※施設職員のみ
	44
	21
	23


　　施設
	
	所在地
	入所定員
	ショート

	大豊園（特養）
	大豊町
	30
	10

	大豊園（養護）
	〃
	60
	

	嶺北荘（特養）
	本山町
	50
	4


　　当局側の概要

　　　管理者　　本山町長

　　　副管理者　その他4か町村首長

　　　事務局長　土佐町からの出向者

　　　幹事会　　5ヶ町村の副町村長

　　組合議会

　　　5ヶ町村の議員から2名ずつ選出　計10名　※自治労組織内議員はいない
２．労使の経過
　　2012年9月18日に労組を結成後、これまで5度の団体交渉を行なってきているが、

　　当局側は、団体交渉確認事項の反故、組合員に対する脱退強要など、不当労働行為を繰り返し行い、下記のスケジュールを強行しようとしている。

	大豊園
	2014年4月に民間移譲　　※すでに移譲先法人を決定

	嶺北荘
	2017年4月に民間移譲


　　移譲にあたっての職員処遇については、交渉経過のなかで一旦「分限免職は行わない」と回答していたが、現状は「お願いする（強制）」と述べている。
３．団体交渉以外の動き

①　高知労働委員会へのあっせん申請

　　2013年10月15日にあっせん申請を行った。

　　労働委員会を通じ、10月28日に当局側より「応じる」との回答があり、
11月18日に第1回あっせんを行うことが決定している。
※労働側のあっせん委員は、連合高知事務局長（前自治労高知県本部委員長）で決定

　②　抗議ビラ及び街宣行動
　　

　　2013年10月27日に、いの町を除く4ヶ町村で、抗議ビラ配布（1000枚）を行う。

　　あわせて、管理者である本山町長自宅前および本山町役場前で街宣行動を行う。

　　今後の状況を踏まえ、再度のビラ・街宣行動を予定している。

